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研究要旨

目的

慢性期医療に関わる入院医療資源、施設介護資源の分布を二次医療圏ごとに明らかにすると

ともに、特に入院医療資源が少ない地域では施設介護資源が慢性期医療の役割を補完的に担っ

ている可能性について検証することを目的とした。

方法

2017 年度病床機能報告、厚生労働省による在宅医療にかかる地域別データ集を用いた。病床

機能報告で医療機能として「慢性期」を選択した病床数を慢性期医療に関わる入院医療資源と

して集計した。また介護老人保健施設定員数、介護老人福祉施設定員数の合計を、慢性期医療

に関わる施設介護資源として算出した。二次医療圏ごとに 65 歳以上人口あたりの慢性期医療に

関わる入院医療資源、施設介護資源の分布を記述した。次に、慢性期医療に関わる入院医療・

施設介護資源の合計に占める施設介護資源の割合を二次医療圏ごとに計算した。また 65 歳以上

人口あたりの入院医療資源、施設介護資源間について、全体、高齢化率別に Spearman の相関

係数を計算した。

結果

339 二次医療圏と二次医療圏ごとのデータが得られなかった 2 政令指定都市を対象とした。

341 地域において、65 歳以上の人口千対の慢性期医療に関わる入院医療資源、施設介護資源の

中央値（四分位範囲）はそれぞれ 9.9（6.5, 14.1）、29.3（25.5, 34.2）であった。また、慢性期

医療に関わる入院医療・施設介護資源の合計に占める施設介護資源の割合の中央値（四分位範

囲）は 74.2%（67.7,81.5）であった。65 歳以上人口あたりの入院医療資源と施設介護資源間の

Spearman の相関係数は r=0.02（p=0.7）で有意な関連を認めなかった。2 次医療圏ごとにみた

高齢化率の中央値（30%）で層別化すると、30%以上の群では r= −0.18（p=0.01）と入院医療

資源と施設介護資源間に負の相関を認めた。

結論

慢性期医療に関わる入院医療・施設介護資源の合計に占める施設介護資源の割合は 39%から

100%まで広範囲に分布しており、地域によって慢性期医療を担う入院医療資源と施設介護資源
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のバランスが異なることが示唆された。また、65 歳以上人口あたりの入院医療資源と施設介護

資源の間には高齢化率が比較的高い地域では弱い負の相関を認め、施設介護資源が入院医療資

源を補完している可能性が考えられた。今後、地域における医療提供体制を整備していく際に

は、慢性期医療を担う医療資源のみならず、介護資源の地域差にも留意すべきである。 
 
Ａ．研究目的 

高齢化が急速に進行するわが国では、効

率的かつ質の高い医療提供体制の構築が求

められている。2014 年の医療法改正によ

り、各医療機関が医療機能に係る情報を都

道府県に報告する（病床機能報告制度）と

ともに、各都道府県は医療計画の一部とし

て、地域医療構想を策定することとなった。

地域医療構想では、2025 年の病床の必要

量を、現行二次医療圏を原則とした構想区

域ごとに、高度急性期・急性期・回復期・

慢性期の 4 機能に分けて推計している。

2016 年度末までに全ての都道府県が地域

医療構想の策定を終え、現在各都道府県は

構想区域ごとに地域構想調整会議を設け、

地域医療構想の達成に向けた取り組みを進

めている。具体的には病床機能の分化、連

携の推進を目指し、各医療機関の役割を明

確化するとともに、将来の医療需要の動向

をふまえ、病床機能の転換や医療機関の再

編統合を含めた議論を行なっている 1,2。 
病床機能報告制度において、各医療機関

は毎年都道府県に病床の担っている医療機

能と今後の方向を、高度急性期・急性期・

回復期・慢性期から選択し報告する。ここ

で病床の「慢性期機能」とは「長期にわた

り療養が必要な患者を入院させる機能」と

定義されている 3。一方、慢性期の療養場

所としての役割は、医療機関の病床だけで

なく、介護保険制度における入所系施設

（介護老人保健施設、介護老人福祉施設、

有料老人ホーム等）も担っている。特に、

医療機関の病床が少ない地域では、施設介

護資源が慢性期医療の役割を補完的に担っ

ているかもしれない。全国の介護老人保健

施設、介護老人福祉施設の定員数は、

2017 年にはそれぞれ約 37 万人、54 万人

となっている 4 が、これらの施設介護資源

は、病床機能報告制度では報告されない。

そのため、入院医療資源と施設介護資源が

地域においてどのように分布し、慢性期の

療養場所のニーズに対応しているかは明ら

かになっていない。本研究では、慢性期医

療に関わる入院医療資源、施設介護資源の

分布を二次医療圏ごとに明らかにするとと

もに、特に入院医療資源が少ない地域では

施設介護資源が慢性期医療の役割を補完的

に担っている可能性について検証すること

を目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
(1)分析対象 

厚生労働省のウェブサイト上で公開され

ている 2017 年度病床機能報告、ならびに

在宅医療にかかる地域別データ集の 2017
年分データを用い、全国の二次医療圏を対

象とした。 
(2)分析方法 

2017 年度病床機能報告で医療機能とし

て「慢性期」を選択した病床数を慢性期医

療に関わる入院医療資源として集計した。

また在宅医療にかかる地域別データ集から

得た、介護老人保健施設定員数、介護老人

福祉施設定員数の合計を、慢性期医療に関

わる施設介護資源として算出した。二次医

療圏ごとに 65 歳以上人口あたりの慢性期

医療に関わる入院医療資源、施設介護資源

の分布を記述した。次に、慢性期医療に関

わる入院医療・施設介護資源の合計に占め

る施設介護資源の割合を二次医療圏ごとに

22



計算した。また、65 歳以上人口あたりの

入院医療資源、施設介護資源間について、

全体、高齢化率別に Spearman の相関係

数を計算した。分析には、統計パッケージ

Stata15.1（StataCorp, College Station, 
TX, USA）および Microsoft Excel for 
Mac 16.36（Microsoft, Redmond, WA, 
USA）を用いた。 
（倫理面への配慮） 
本研究で用いるデータは、筆者らが受領す

る以前に個人を特定できる情報は削除され

ており、個人情報は保護されている。また

本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会の

承認（承認日：2018 年 10 月 19 日、承認番

号：1324）を得て実施した。 
 
Ｃ．研究結果 

2017 年時点の全 341 二次医療圏のうち、

339 二次医療圏と二次医療圏ごとのデータ

が得られなかった 2 政令指定都市を対象

とした。341 地域において、65 歳以上の

人口千対の慢性期医療に関わる入院医療資

源、施設介護資源の中央値（四分位範囲）

はそれぞれ 9.9（6.5, 14.1）、29.3（25.5, 
34.2）であった。また、慢性期医療に関わ

る入院医療・施設介護資源の合計に占める

施設介護資源の割合の中央値（四分位範

囲）は 74.2%（67.7,81.5）であった（図

1）。最大値は 4 医療圏で 100%（北秋田

（秋田県）、南会津（福島県）、島しょ（東

京都）、隠岐（島根県））、最小値が 39.3%
（粕屋（福岡県））だった。65 歳以上人口

あたりの入院医療資源と施設介護資源間の

Spearman の相関係数は r=0.02（p=0.7）
で有意な関連を認めなかった。2 次医療圏

ごとにみた高齢化率の中央値（30%）で層

別化すると、高齢化率が 30%未満の群で

は r=0.08（p=0.3）と有意な関連を認めな

かったが、30%以上の群では r=−0.18
（p=0.01）と入院医療資源と施設介護資

源間に負の相関を認めた。 

 
Ｄ．考察 
本研究では、全国 339 二次医療圏およ

び 2 政令指定都市について、慢性期医療

に関わる入院医療資源、施設介護資源の分

布を明らかにした。慢性期医療に関わる入

院医療・施設介護資源の合計に占める施設

介護資源の割合は 39%から 100%まで広範

囲に分布しており、地域によって、慢性期

医療を担う入院医療資源と施設介護資源の

バランスが異なることが示唆された。また、

65 歳以上人口あたりの入院医療資源と施

設介護資源の間には全体としては有意な関

連を認めなかったが、高齢化率が比較的高

い地域では弱い負の相関を認めた。高齢化

率が高いにも関わらず入院医療資源が少な

い地域においては、施設介護資源が入院医

療資源を補完している可能性が考えられた。 
本研究の限界として、今回の解析に含め

た以外の施設介護（有料老人ホーム、グル

ープホーム、サービス付き高齢者向け住

宅）や在宅医療も、地域における慢性期医

療を担っている可能性があるが、今回用い

たオープンデータのみでは詳細な解析は困

難であった。今後地域医療構想の達成に向

けて各都道府県が取り組む際には、入院医

療資源だけでなく各種の施設介護資源や在

宅医療資源にも着目することで、地域ごと

の慢性期医療体制とニーズをより正確に把

握できる可能性がある。 
 
Ｅ．結論 
今後、地域医療構想の達成に向けて地域

における医療提供体制を整備していく際に

は、慢性期医療を担う医療資源のみならず、

介護資源の地域差にも留意すべきである。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論文発表 

投稿準備中 
２．学会発表 
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